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韓国のロースクール１）の状況と卒業後の進路
檀国大学校法学部教授　楊 萬 植
１．はじめに
　韓国におけるロースクールの導入過程
1995年１月：法曹養成制度に対する改革方案としてアメリカ式のロースクール制度の
導入を推進：法曹界からの反対意見が強くて議論されず見送りとなる（金
永三大統領）。
2004年４月：日本でロースクールが正式に発足→ロースクール制度の導入に関する議
論が再点火→大法院（日本の最高裁判所にあたる）傘下の司法改革委員
会が各界からの意見を公募→結果は導入賛成。
2005年５月：大統領諮問機関である司法制度改革推進委員会で “法学専門大学院設置・
運用に関する法律案” を作成→2005.10. 国会に提出─可決されず漂流（22
ヶ月）→2007. 7に一部修正で可決（2007. 7. 27法律第8544号，2007. 9. 28施
行）→法学専門大学院は2009年３月からオープン。
　韓国におけるロースクール制度の導入趣旨
　⑴　司法試験の問題点
　①韓国の法曹養成制度は大学の法学教育→司法試験→司法研修の３段階
　法学教育は大学の法学部を中心に行い，法曹選抜は司法試験により，選抜された
予備法曹人に対する研修は大法院傘下の司法研修所が担当。
　研修が終わると，一部は判事（日本の裁判官にあたる）および検事に任官，また
は高級公務員として任用され，その他は弁護士としての活躍（大型法律事務所や個
人法律事務所）。
　②韓国の法学教育と法曹養成制度の問題点
　第１に，試験（司法試験）の亡国論と言われるほどの国家人力の配分が歪曲。
　司法試験は専攻や学力，大学の成績を問わず誰でも受けることができる（2006年
からは法学科目を36単位以上取得し，また TOEIC 点数は700点以上を取得した者に制限）
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→自分の専攻よりも司法試験に主力する学生が増加→大学教育に問題点が露呈し，
何回も受けることができることでいわゆる “司法試験浪人” が続出：社会問題化。
　第２に，上記のことと関連して，自分の素質や適性に関係なく大学の法学部に進
学する傾向→優秀な人材の偏重現象による学問間の均衡的発展の阻害要因。
　第３に，予備校中心の受験準備→法学部教育の形式化。
　司法研修所の教育も判事や検事を養成するための教育中心→国際，環境，労働，
税法，知的財産権等の多様な分野における専門化・国際化された法曹の養成に限
界。
　⑵　韓国のロースクールが目指すところ
　①多様化・国際化時代に応じることのできる有能な法曹養成→法律需要者である
国民の多様な要求や質の高い法律サービスの提供ができる。
　教養と社会現象に対する深い知識に基づき，民 ･ 刑事など伝統的分野以外に税法，
環境，医療など多様な分野に専門化され，国際競争力のある法曹の養成ができる。
　②法学教育と弁護士試験との有機的連携とともに，教員確保率の増大，実務家教
員の確保など教育環境の改善により法学教育の正常化を図る。
　③多様な学部出身の学生を対象に専門的法学教育を実施→優秀な人材が大学の法
学部や司法試験のため偏重されることを防ぐことで優秀な人材の歪曲現象を解消す
ることができ，ロースクールへの入学生を選抜するとき学部成績を反映することで
大学教育の充実化を図る。
Ⅱ．韓国におけるロースクールの現況
　認可主義による設立（法学専門大学院設置・運用に関する法律第５条）
　⑴　上記の法律が成立，公布されてから全国の大学が設立の基準を満たすため一
斉に準備→97の法学部の中41法学部が準備。
　⑵　ロースクールを誘致するための一定の面積の確保，教員確保（教員１名：学
生15名），経済的に貧困な学生のための奨学金の確保，実務家教員の確保等が必要
→莫大な金銭を投入したが，認可主義だったのでロースクールを開院できなかった
学校が17校もあった。
　⑶　全国の均衡的発展のためであるというスローガンで，各地域の拠点大学には
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ロースクールを認可することにした（韓国の行政区域は８つの道（慶尚南（北）道・
全羅南（北）道・忠清南（北）道・京畿道・江原道，１つの特別自治道として済州道），
ソウル特別市，釜山市を含む６つの広域市がある）。
　⑷　設置準備をした全ての大学には認可されず，全国の国立大学に優先的に割当
→全国にある拠点国立大学の７大学（京畿道には国立大学がない），均衡発展のため
に各地域の大規模大学の５大学，ソウルにある大学の13大学→総計25大学にロース
クールの設置が認可された（ロースクールを設置する大学は法学部を廃止し，在籍す
る学生が卒業するまでに法学部存置──2009年からは認可された大学の法学部の新入生
は選抜しない）。
大規模：150名（ソウル大学）
中大規模：120〜100名（高麗大学外８大学）
中規模：80〜60名（全北大学外５大学）
小規模：50〜40名（中央大学外８大学）
　⑸　ロースクールに入学する１学年の定員は2,000名と確定。
　①2,000名に確定した理由としては，韓国において発生する事件の現況，法曹市
場の規模（３兆ウォン）等による法律需要と法曹の需給を考慮，OECD 会員国等に
比べると相対的に弁護士の数が少ない。
　②数多くの類似した法曹職域が存在する→法務士，公認労務士（韓国に独特な専
門職）等を考えると現在の法曹は決して少なくはない。
　③ロースクール制度が成功するためには，多くの入学生が弁護士試験に合格でき
る質の高い法曹養成制度に定着する必要がある。
　④現在の需要以外にも法曹市場の開放と企業・公共機関等への弁護士進出職域の
多様化など潜在的需要も考慮。
　法学適正試験（LEET）の受験者数推移
〈総受験者の数〉
2008年→10,960名（男6,970，女3,990）
2009年→8,428名（男5,327，女3,101）：23.1％減（2,532名）
2010年→8,518名（男5,221，女3,297）：1.07％増（90名）
2011年→8,795名（男5,307，女3488）：3.25％増（277名）
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2012年→7,628名（男4,735，女2893）：13.3％減（1,167名）
2013年→9,126名（男子5,528，女3,598）：19.64％増（1,498名）
〈専攻別〉
2008年　法学31.09％，工学15.02％，商経14.05％，人文13.03％，社会11.06％
2009年　法学33.78％，商経14.83％，工学14.39％，人文12.45％，社会11.73％
2010年　法学42.1％，商経13.2％，人文11.4％，工学11.2％，社会10.9％
2011年　法学50.32％，商経11.24％，社会10.16％，人文9.92％，工学8.09％
2012年　法学53.16％，商経11.06％，人文10.0％，社会9.05％，工学6.65％
2013年　法学49.13％，商経12.94％，社会10.86％，人文10.74％，工学6.82％
　入学試験
①大学共通（一般選考）
⃝学士学位がある者（予定者含む）として
　ⓐ法学適正試験（LEET）を受けること
　　言語理解（35問－選択型），推理論証（35問－選択型），論述（２問）
　ⓑ英語の成績（TOEIC，TOEFL，TEPS）で一定の点数を取ること
②特別選考（一般選考よりは緩和されている）
⃝学士学位がある者（予定者含む）として
　ⓐ法学適正試験（LEET）を受けること
　　言語理解（35問－選択型），推理論証（35問－選択型），論述（２問）
　ⓑ英語の成績（TOEIC，TOEFL，TEPS）で一定の点数を取ること
　ⓒ特別な要件を満たすこと（学校によって異なる）
　質の高い入学者
⃝多様な経歴を有する者が入学→大企業に在職するか，または多様なバックグラウン
ドをもつ退職した者が多数合格：例えば医者，言論人，公認会計士，弁理士，金融界，
公企業，公務員など
⃝行政（高等）試験・外務試験・司法試験を準備していた者
⃝特殊大学出身者→警察大学出身者，韓国科学技術院大学や浦港工科大学などの理工
系に特性化された学校の出身者
⃝外国語の優秀者→合格者40％以上が TOEIC 900点以上
 ＊ 初年度に比べて多様な経歴を有する者のロースクールへの入学が減少している。
 ＊＊ ロースクール制度が導入してから，ソウル大学のロースクールに入学生の分布をみるとその半
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分以上が特殊目的高校・自立型私立高校，江南３区の出身であり（613名のうち318名－53％），特
に外国語高校や科学高校の出身が205名で全体の33％を占める。また，ロースクール入学生の中で
地方大学の出身者はソウル大学の場合は４名（0.65％），高麗大学の場合は0.62％，延世大学の場
合は0.8％であって均衡的法曹人選抜という最初の理念がなくなっている。すなわち，４年間首都
圏に位置する15のロースクール入学生の64.3％がソウル大学，高麗大学，延世大学の出身であり，
これらのロースクールに入学した地方大学出身は109名（全体の4,692名の中2.3％）に過ぎず，地
方大学の疎外現象が著しい（同期間の地方大学出身の司法試験合格率は９％（318名））。
　ロースクールの教員確保
⃝ロースクールの専任教員の最少の数：20人以上
⃝教員対学生の比率：１対15（大統領令で定める比率を維持すること）
⃝充実した実務教育のため教員の５分の１は弁護士または外国弁護士としての資格を
有し，関連分野において５年間の経歴のある者
特徴：
①認可主義により，各大学が設置しようとする規模に合わせて準備をしたので，学校
の希望と認可された結果と差が生じている。例えば，80名の学生を受入れようとし
て施設投資や教員を確保したが，認可は40名となったこともあった。→各大学の赤
字の原因となり，登録金の上昇要因。
②政界または法曹界の有力者を招聘しようとする学校もある→教員任用と関連して構
成員間のトラブルが生じ，人件費の無駄使いと学生からの抗議もある（例えば，元
国会議長や元大法官など）。
③実務家としての弁護士の経歴は十分あるが，学生に対する教育経歴がなくて授業が
十分に行われないということが頻発（初年度→改善されていく）。
ロースクールにおける教育
　⑴　教育期間
　①法学の履修のいかんに関係なく３年間の教育→司法試験を準備することを考え
ると時間的制限がある。
⃝司法試験の場合：一般的に法学部４年＋研修所２年＝最低６年〜７年（法学履修単
位：120単位）
⃝ロースクールの場合：３年＝履修単位90単位（法律科目＋実務科目＋特性化科目）
→必須科目の履修単位は法令に定めていないが，認可基準で35単位としている。
　②専門化された弁護士を輩出する目的で各大学別に特性化領域を設けて教育する
→しかし試験科目と関係がなくて，殆ど授業は他の試験科目に代替することが多い
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か，または閉講することも多い。
　⑵　実務教育機関の廃止
　①司法試験合格者：司法研修所で２年間受ける別の実務教育（国費で運営）→法
曹。
　②ロースクール卒業生：弁護士試験合格＋自己負担で実務研修（法律事務所等）
→自己負担が原則であるとするが，研修をする機関で実費だけをもらって研修を行
っている。
　③実務教育が３年間のロースクールの教育課程において行われる。
　法定必須実務科目（法律実務基礎科目）：
　法曹倫理，法律情報調査，法文書作成，模擬裁判，実習過程の５科目となってい
る→大部分の学校が１単位または２単位としている。具体的に見ると，法曹倫理は
１単位，法律情報調査は１単位，法文書作成の内容は訴状作成，答弁書，準備書面，
仮差押・仮処分申請書などの作成であって２単位，模擬裁判（民・刑）は４単位，
実務修習（インターンシップ，エクスターンシップ）は４単位（施行令13条１項）。
　任意実務科目：
　各ロースクールは上記の必須の以外に多様な実務応用科目を設けている。例えば
民事（刑事）裁判実務，民事（刑事）総合実務のような科目がこれに該当するが，
必須の模擬裁判の延長線。これ以外にも各ロースクールの特性化と相まって任意の
実務科目を設けている→例えば消費者法の理論と実務，女性と法，アメリカ法実務，
東北アジア経済法などである。
　⑶　成績の評価方法
　①学士管理強化の方案として相対評価を実施→受講生の25％はＡ，50％はＢ，
21％はＣ，４％はＤとなる。受講生が少ないと評価が低くなるということになっ
て閉講が増加する傾向。
　②深刻な問題は，各ロースクールが特性化しようとする科目に受講生がなくなる
→専門化された弁護士の養成が難しくなる。
　③このような成績評価制度で2012年の調査によると１学年の在学生2047名の中で
129名（6.3％），２学年の1,939名の中で91名（4.69％），３学年1,748名の中で49名（2.8
％）が成績不良で警告を受けた。
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　④相対評価制度の弊害が続出する中，７月５日にソウル大学が絶対評価方式を採
択する予定であると発表。
　⑷　登録金と奨学金
　①2009年ロースクールの開院以来，毎年登録金は増加→2013年全国25大学の年間
平均登録金（授業料＋既成会費）は15,310,640ウォン（2009年：14,395,200ウォン）：最
高が20,840,000ウォン，最低が9,650,000ウォンである。
　②入学金の最高は1,284,267ウォン，最低は173,000ウォンである。
　③このように高額の登録金としては経済的な貧困層はロースクールに進学するこ
とができない→法曹界への進出を事前に抑止することであると非難が高まるところ
であり，奨学金が必要であるとの根拠。
　④2009年認可準備をするとき，ロースクール協議会によると特別選考奨学金を含
めて25大学の年間全額奨学金比率は平均43.7％であった。2013年現在時点での全額
奨学金の比率は37.1％。
　ロースクールに対する認証評価（大韓弁護士協会の法学専門大学院評価委員会）
　ロースクール制度の導入後３年となる2012年，全国25大学に対する認証評価を実
施→再評価の対象となる大学はないと2013年１月結果を発表。
　評価を担当した委員長は “わが国に見慣れないアメリカ式のロースクール制度が
導入され，評価を行う際に相当緊張していたが，３年間の運用過程を実際に検討し
たところ，国民に質の高い法律サービスを提供するための法曹人の養成ができる基
認証評価の結果
認  証  大  学 18大学が認証評価
認証猶予
７大学
改善勧告
Ｋ大学 教授開発支援─講義超過
Ｓ大学 入学資格および選抜
Ｈ大学 教授開発支援および専任教員の研究成果
Ｄ大学 奨学金制度，財政調達の適切性
Ｚ大学 奨学金制度，財政分配の適切性，研究所支援
Ｇ大学 専任教員研究成果
Ｃ大学 教授開発支援，専任教員研究成果
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盤が良く整っており，成功裡に定着する段階に来ていると見ることができる” とし
た。
⃝評価項目：３年間の教育課程と教員，施設，奨学金などの８項目
⃝認証有効期間：５年
Ⅲ．韓国における弁護士試験
　弁護士試験の試験科目
　⑴　科目及び配点
　①試験科目：必修の民事法・公法・刑事法，選択（７科目の中で１選択）
　　必修科目：選択型及び論述型
　　選択科目：論述型
　②試験科目別配点：総点1,660点
　　科目別比率：民事法（700）：公法（400）：刑事法（400）：選択（160）
　　　※公法：憲法・行政法
　　　　民事法：民法・商法・民事訴訟法
　　　　刑事法：刑法・刑事訴訟法
　　　　選択科目：国際法・国際取引法・労働法・租税法・知的財産法・経済法・
　　　　　　　　　環境法
　⑵　合格と不合格（科落）の基準
　合格基準は各科目の選択と論述の点数を一定比率に換算し，合算した総得点を基
準とする。不合格の基準は各科目別の満点の40％とする。但し，原点数と調停点
数の中のいずれかが40％以上であると合格となる。
科目別配点及び不合格点数表
民事法 公  法 刑事法 選択科目 総  点
配　  点 700 400 400 160 1660
選 択 型 175 100 100 ─ ─
論述型（ケース） 350 200 200 160 ─
論述型（記録） 175 100 100 ─ ─
不合格基準 280 160 160 64 ─
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　法務府は弁護士試験が基本科目の場合，選択型・ケース型・記録型の試験の合算
点数を基準として合格かどうかを決定するとする。また，採点委員は教授と実務家
によって構成され，各委員が均衡のとれた採点をする。
　⑶　受験可能の回数
　①実施主体：法務府長官，毎年１回実施
　② 弁護士試験の受験のためには，ⓐロースクールの修士学位の取得が必要，ⓑ
その取得した月の末日から起算して５年以内に受験すること，その回数は５回に
制限される。但し，兵役義務を履行する期間は当該期間に包含されないし，法曹
倫理の試験の場合には大統領令の定めるところにより，学位を取得する前にも受
験可能。
　⑷　合格者の推移（法務府の方針は入学定員対比75％合格である）
　① 2012年３月，法務府は第１回の弁護士試験の合格者1,451名を発表した（入学
生対比72％，受験者対比87.2％）。
　受験者の数：1,665名（合格基準点数：総点720点以上）。1,472名が基準点数内にあ
ったが実力不足と判断し，21名を不合格処理，193名は科目別の基準点数の不足で
不合格。
　② 2013年４月，法務府は第２回の弁護士試験の合格者，1,538名を発表した。
　受験者の数：2,046名（合格基準点数：総点762.03点以上）→2012年不合格となって，
再試験を受けた受験者より，2013年に初めて試験を受けた受験者の方の合格率が高
い。
第１回，第２回弁護士試験合格者の分布有効
2012年 2013年
受験者の数 1,665名 2,046名
合格者
1,451名 1,538名
男子 856名（58.99％） 848名（55.14％）
女子 595名（41.01％） 690名（44.86％）
法学士 552名（38.04％） 621名（40.38％）
非法学士 899名（61.96％） 917名（59.62％）
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　法曹人となる道
　⑴　司法試験に合格→研修所２年（義務，国費で運営）
　司法試験により選抜される法曹人の数は，2009年までは1,000名であるが，2010
年は800名，2011年は700名，2012年は500名，2013年は300名，2014年〜2017年まで
500名である→2017年をもって司法試験を廃止する予定であるが，その存置いかん
に関して盛んに議論されている（1963年の司法試験合格者は60〜80名，1980年司法試
験令の改正で300名となり，1996年には500名に増員されたが，2001年から1,000名となった）。
　⑵　ロースクールを卒業し，弁護士試験で合格→研修（６ヶ月間の研修を終了す
ると弁護士として活動可能）。しかし，現在，研修機関として指定されているのは
403ヶ所で具体的計画や実務教育のマニュアルもないという→実務教育の不実化の
恐れがある。
　現在合格者の数
　①2011年まで：司法試験のみ：1,000名
　②2012年：2009年度に司法試験に合格し司法研修所を出る1,000名＋ロースクール
を卒業し，弁護士試験の合格者1,451名＝約2,500名
　③2013年：2010年度に司法試験に合格し司法研修所を出る800名＋ロースクール
を卒業し，弁護士試験の合格者1,538名＝約2,500名
Ⅳ．韓国における法曹の進路
　司法試験者の場合
　①成績順（試験と研修所）＋成績の良い者の希望により判事または検事に任用され
る→それ以外は，弁護士として活躍。
　②最近は，優秀な者が合格した後，すぐ弁護士になりたいとし，有名な法律事務
所から高額な年俸をもらってスカウトされることもある。
　③ロースクール出身の弁護士が出る前には成績の良い合格者は高位職の公務員
（５級－課長級）または，会社の部長レベルの社内弁護士として任用されることがあ
った（韓国の公務員の場合，９級から１級まである→ 一般的に高校を卒業して９級の試
験を目指しているが，最近は公務員職群が人気で大学を卒業したものも受験している。
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また警察の場合には，巡警－警長－警査－警尉－警監－警正－警武官－治安監－治安正
監－治安総監となるが，司法試験の合格者の中で成績の良い者は自らの希望と警察庁で
の選抜過程を通じ警正（公務員でいうと５級に相当）に任用される場合もあった）。
　ロースクール卒業者の場合
　⑴　ロースクール出身者が好む職群→裁判研究員，検事，６大法律事務所
　①第１回の場合：1,451名の合格者の中で，裁判研究員100名，検事42名，６大法
律事務所に75名，その他1,234名の一部は就業したようであるが，700名くらいはま
だ就職活動中であるとの調査がある。上記の好む職群の中で６大法律事務所に就職
した弁護士の出身を見るとソウル大学（Ｓ），高麗大学（Ｋ），延世大学（Ｙ）が63
名（81％）である。
　②第２回の場合：1,538名の合格者の中で，裁判研究員50名，検事37名，６大法律
事務所77名，その他1,374名はその他の法律事務所または公・私企業に就職し，開
業をしている。
　⑵　最近，国民権益委員会と春川市が６級として，釜山市が弁護士を７級公務員
として採用すると公告。
　①国民権益委員会の場合３名の司法試験合格者を採用したが，２名が断念。
　②春川市の場合には１名の選抜予定であったが，弁護士試験の合格者22名が志願。
このように弁護士試験の出身の弁護士は６級くらいに任用されると予想されていた。
　③しかし，釜山市が７級として公告したことに関して絶対に志願してはならない
という動きがあったにも関わらず，２名が志願したことから大騒ぎになった。
　⑶　また，企業においても現在，司法試験の出身であるか，弁護士試験の出身で
あるかを問わず，スペックの良い人（例えば，英語外の外国語，資格証の有無（公認
会計士，弁理士など），またはバックグラウンド）を優先して採用する傾向もある。
Ⅴ．韓国の法曹市場
　⑴　2013年７月から韓国の法曹市場は段階的に開放（2011年７月１日に発効する
韓・EU FTA により2013年７月から２段階開放，2012年３月15日発効する韓・アメリカ
FTA により2014年３月から２段階開放）。
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①１段階──外国弁護士，外国法及び国際公法に関する諮問の許容，外国法律
事務所の国内分事務所開設の許容・国内法律事務所との業務提携は可能，国内
弁護士の雇用は不可。
②２段階（協定発効後２年）──外国法諮問法律事務所，国内法律事務所と国内法
事務及び外国法事務が混在された事件の共同処理，受益分配可能。
③３段階（協定発効後３年）──外国法律事務所と国内法律事務所の間に合作事業
体の形成を許容（但し，議決権及び持分権制限は可能），合作事業体の国内弁護
士雇用可能。
　⑵　2013年５月現在，国内10大法律事務所の中，弁護士100名以上の事務所は７
つある。上記の６大法律事務所は200〜500名の弁護士を雇用している。
　現在，韓国の法曹市場に進出している英米法律事務所は海外法の諮問部門の活動
をしているが，2017年完全に開放されると国内法律事務所は資本力のある英米法律
事務所に吸収されると予測している。
　韓国の法曹市場の規模は３兆ウォン（３千億円）であると推算。韓国と類似して
いるドイツや日本の場合にも法曹市場が開放されてから英米法律事務所に合併され
た事例が多かったことに照らしてみると韓国の場合も同様であると推測している。
大型法律事務所はさらに大きくし，専門化と多様化のために努力している。
　１）正式な名称は「法学専門大学院」である。
